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令和５年度西都市シティプロモーションアドバイザリー業務委託に係る 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

この要領は、令和５年度西都市シティプロモーションアドバイザリー業務（以下「本業

務」という。）を委託するに当たり、本業務に関して提案を求め、最も優れた者と委託契

約を締結することを目的として、公募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）

の実施について必要となる事項を定めるものである。 

 

２ 業務概要 

(１) 業務名 

令和５年度西都市シティプロモーションアドバイザリー業務 

(２) 業務内容 

別紙、令和５年度西都市シティプロモーションアドバイザリー業務委託仕様書の

とおり 

(３) 履行期間 

    契約締結日から令和６年３月８日（金）まで 

(４) 委託見積限度額 

5,500,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

(５) 委託料支払方法 

原則として、業務完了後の精算払いとする。 

(６) 留意事項 

① この公募は、令和５年度当初予算成立を前提とした年度開始前の準備手続きで

あり、西都市議会において当初予算案が否決された場合、又は、今後予定される令

和５年度デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）に係る国からの

交付決定がなされなかった場合にあっては、契約を締結しない。 

   ② 新型コロナウイルス感染症等の影響により業務の一部を遂行できなかった場合

は、委託料を減額することがある。 

 

３ 契約候補者の選定方法 

本業務の契約候補者の選定については、価格のみによる競争では目的を達成できない

業者が選定される恐れがあり、業務遂行にあたり高度な知識や経験が必要とされること

から、プロポーザルにより契約候補者を選定する。 

 

４ 参加資格 

以下の要件をすべて満たす者であること。 

① 法人格を有していること。 
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② 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しないこ

と。 

③ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てをしていないこと。 

④ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続開始の申立てをしていないこ

と。 

⑤ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

⑥ 法人の役員等（役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）

の代表者）が、西都市暴力団排除条例（平成 23年西都市条例第 18号）第２条第３号

の規定に該当しないこと。 

 

５ スケジュール 

公募開始          令和５年２月１日（水） 

質問受付締切        令和５年２月７日（火）午後５時 

質問に対する回答      令和５年２月 10日（金）までに随時 

参加申込書等の提出締切   令和５年２月 14日（火）午後５時 

参加資格要件確認結果通知  令和５年２月 17日（金）までに通知 

企画提案書等の提出締切   令和５年２月 28日（火）午後５時 

審査実施予定        令和５年３月３日（金） 

審査結果通知予定      令和５年３月７日（火）までに通知 

 

６ 質問及び回答 

プロポーザルに関する質問及び回答は以下のとおりとする。なお、口頭又は電話による

質問については対応しない。 

(１) 質問 

   ① 質問方法 

質問書（様式６）を電子メールにより「15 書類の提出及び問合せ先」に送付す

ること。なお、必ず受信確認の連絡を行うこと。 

   ② 質問受付期限 

     令和５年２月７日（火）午後５時 

(２) 回答 

① 回答方法 

本市のホームページ（https://www.city.saito.lg.jp）に掲載し、個別に回答し

ない。 

   ② 回答期限 

     令和５年２月 10日（金）までに随時 
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７ 参加申込み 

  プロポーザルへの参加を希望する者は、以下のとおり書類を提出すること。 

(１) 提出書類 

① 参加申込書（様式１） 

② 法人概要書（様式２） 

③ 営業所一覧表（様式３） 

④ 役員等一覧表（様式４） 

⑤ 財務諸表 

⑥ 履歴事項全部証明書〔写し可〕 

⑦ 西都市税（完納）証明書（全項目に未納がないことの証明）〔原本〕 

⑧ 都道府県税納税（完納）証明書（全項目に未納がないことの証明）〔写し可〕 

⑨ 法人税、消費税及び地方消費税納税証明書（納税証明書その３の３）〔写し可〕 

⑩ 委任状（様式５）※支社又は支店若しくは営業所等に権限を委任する場合 

なお、上記提出書類のうち、⑦については市内業者のみ提出するものとする。また、

⑥～⑨については提出期限日時点で３カ月以内に発行したものを有効とし、⑧につ

いては、支社又は支店若しくは営業所等に権限を委任する場合は、支社又は支店若し

くは営業所等が所在する都道府県税事務所で取得したものとする。 

(２) 提出部数 

    各書類１部を提出すること。 

(３) 提出期限 

令和５年２月 14日（火）午後５時 

(４) 提出先 

西都市商工観光課（西都市役所２階） 

(５) 提出方法 

提出書類は持参又は郵送により提出すること。持参の場合は、閉庁日を除く日の午

前８時 30分から午後５時 15分まで（ただし、２月 14日（火）は午後５時まで）受

け付ける。郵送の場合は、簡易書留郵便など、配達完了の確認ができる方法とし、提

出期限までに必着のこと。 

 

８ 参加資格要件確認結果通知 

令和５年２月 17日（金）までに電子メールにより参加申込みをした者（以下「参加申

込者」という。）全員に対して通知する。 

 

９ 企画提案書等の提出 

  参加資格を有すると認められた者は、以下のとおり書類を提出すること。 

(１) 提出書類 

① 企画提案書（任意様式） 
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     仕様書に記載する業務内容及び独自に提案する内容について、企画のコンセプ

ト及び全体イメージ、実施内容及び方法、実施スケジュールを具体的に記載するこ

と。特に独自に提案する内容については、効果等についても詳細に記載すること。 

また、提案理由、特長、技術等の具体的な説明を必要とする場合は、別紙として

書類を添付すること。ただし、「別紙」には番号等を付することにより、企画提案

書本体との紐付けを行うこと。 

② 業務実績書（様式７） 

本業務と類似業務の受注実績がある場合は記載すること。 

③ 業務実施体制調書（任意様式） 

予定する体制、人員、役割分担及び各分担間の連携について具体的に記載するこ

と。また、予定する責任者（総括責任者を含む。）及び担当者を明確に記載するこ

ととし、それぞれの者の実施業務について記載すること。 

④ 見積書（任意様式） 

ア 見積書は、必要事項を記載し、契約権限のある者が記名・押印の上、必ず封書

（すべての継ぎ目を見積書に使用した印で封印すること。）で提出すること。封

筒の表には、件名及び宛名（西都市長あて）とともに、商号又は名称、所在地を

記載すること。 

イ 見積書は内訳が分かるよう記載すること。内訳については、仕様書に記載する

経費について、総事業費の積算内訳を可能な限り詳細に記載すること。 

ウ 見積書の総事業費は、消費税及び地方消費税 10％を含む額で記載すること。 

(２) 提出部数 

    上記「(１) 提出書類」の①～③については、正本を１部、副本を６部提出するこ

と。また、④の見積書については、１通提出すること。 

(３) 提出期限 

令和５年２月 28日（火）午後５時 

参加申込み後に辞退する場合は、辞退届（様式８）を速やかに提出すること。 

(４) 提出先 

西都市商工観光課（西都市役所２階） 

(５) 提出方法 

提出書類は持参又は郵送により提出すること。持参の場合は、閉庁日を除く日の午

前８時 30分から午後５時 15分まで（ただし、２月 28日（火）は午後５時まで）受

け付ける。郵送の場合は、簡易書留郵便など、配達完了の確認ができる方法とし、提

出期限までに必着のこと。 

(６) 提出書類作成の留意事項 

提出書類の規格は、Ａ４判、用紙縦使い、横書き、片面印刷、文字サイズ 11ポイ

ント以上（表、フロー図等のフォントサイズは自由）とし、各ページにページ番号を

表示すること。 
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10 審査 

令和５年度西都市シティプロモーションアドバイザリー業務委託に係る公募型プロポ

ーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設置し、審査を行う。 

なお、審査の対象となる者（以下「審査対象者」という。）は、参加申込者のうち、

参加資格を有することが本市から認められ、期限内に企画提案書等を提出した者とす

る。 

(１) 審査方法 

審査対象者による企画提案書等についてのプレゼンテーション及び質疑応答を行

い、その内容を審査する。 

各審査委員が別に定める「令和５年度西都市シティプロモーションアドバイザリ

ー業務委託に係る公募型プロポーザル審査基準（以下「審査基準」という。）」に基づ

き審査し、審査委員全員の合計点数が満点に対して 60％以上の者、かつ最も合計

点数の高い者を契約候補者として選定する。 

(２) 実施方法 

  新型コロナウイルス感染防止のため、オンライン（Cisco Ｗebex Meetings利用予

定）での審査とし、以下のとおりとする。 

① 出席人数は１者につき５人以内とし、実際に業務を受注した際の実務担当者が

プレゼンテーションを主に行う。 

② 審査の順番は原則として企画提案書の受付順とする。 

③ 実施時間は１者につき 40 分以内（原則としてプレゼンテーション 30 分以内、

質疑応答 10分以内）とする。 

④ プレゼンテーションは提出した企画提案書を基に行い、追加提案や追加資料の

配布は認めない。 

⑤ 審査は個別に行い、非公開とする。 

  

11 審査結果通知 

文書により審査を受けた者全員に対して通知するとともに、市ホームページにおいて

公表する。ただし、契約候補者以外の者と評価点が結びつかないよう配慮する。なお、審

査結果についての異議申立ては受け付けない。 

 

12 契約 

(１) プロポーザル結果に基づく随意契約とし、契約手続きは西都市財務規則（昭和 39

年西都市規則第７号）によるものとする。 

(２) 審査により選定した契約候補者と委託契約締結に向けた交渉を行うが、協議が不

調となった場合は、次順位の交渉権者と委託契約締結に向けた交渉を行う。 

(３) 委託業務については、契約候補者と協議の上、内容を一部変更する場合がある。 

 



6 

 

13 失格 

 参加申込者が次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

① 上記「４ 参加資格」に掲げる要件を満たさなくなった場合 

② 見積書の金額が委託見積限度額を超過している場合 

③ 提出期限及び提出方法に適合しない場合 

④ 提出書類に虚偽又は不正の記載があった場合 

⑤ プレゼンテーションに出席しなかった場合 

⑥ その他、公正を欠いた行為があったとして審査委員会が認定した場合 

 

14 留意事項 

(１) プロポーザルに係る一切の費用は、参加申込者の負担とする。 

(２) 提出後の提出書類の差替え、修正及び追加等は認めない。 

(３) 提出書類は返却しない。 

(４) プロポーザルに関する情報公開請求があった場合は、西都市情報公開条例（平成 11

年西都市条例１号）の規定により提出書類の公開をすることがある。 

 

15 書類の提出及び問合せ先 

【所 在 地】 〒881-8501 宮崎県西都市聖陵町２丁目１番地 

【担 当 部 署】 西都市商工観光課 

【担 当 者】 大西 

【電 話 番 号】 0983-43-3222 

【Ｆ Ａ Ｘ】 0983-43-4865 

【電子メール】 apl@city.saito.lg.jp 


